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１． 応募される方へのご注意 

 

 ◆住宅についての留意点 

  ①募集する部屋は、生活するうえで支障のない程度に清掃及び補修をして

いますが、経年変化による汚れや傷が残っている場合がありますので、ご

了承ください。 

  ②退去する際には、劣化の有無に関わらず、入居者負担で畳と襖の交換をし

ていただきます。 

  ③駐車場は原則有料です。また、住宅によっては、駐車場がない場合があり

ます。 

  ④犬・猫・鳥などのペットを飼うことは禁止しています。 

  ⑤住宅の家賃は、入居世帯の所得額等によって毎年変動します。また、毎年

世帯全員の所得状況を申告していただきます。 

  ⑥家賃の他に負担していただく費用があります。なお、負担していただく費

用は住宅によって異なります。 

   ・部屋内の電気、ガス及び上下水道の使用料金 

   ・共益費（外灯・屋内共同灯及び浄化槽等の電気料金、共用水栓の水道料

金など） 

   ・浄化槽の消毒及び掃除等の維持管理に要する費用 

  ⑦申込者数が募集戸数より多い場合は、住宅ごとに抽選を行います。 

  ⑧敷金は家賃の 3カ月分で、入居手続き（3ページ参照）の際に納付してい

ただきます。 

  ⑨入居に際し、連帯保証人が 1名必要です。（入居者と連帯保証人の印鑑証

明書、連帯保証人の所得証明書及び納税証明書が必要です）なお、連帯保

証人の所得は入居者と同程度以上であること。 

  ⑩家賃は、毎月末日までに納入してください。家賃を滞納されると、支払命

令の申し立て、差し押さえ、住宅の明渡し請求等の法的措置をとるととも

に、連帯保証人に滞納家賃の支払請求をすることになります。 

  ⑪入居後 3 年を経過した世帯で、収入基準を超過した場合は、住宅の明渡

し努力義務が生じ、月額所得額の超過度合及び超過者となってからの期

間に応じて家賃の割増率が定められ、月額所得額超過者である限り毎年

家賃が上昇し、遅くとも 5年目の家賃から最高額となります。また、5年

を経過した世帯で、高額所得者と認定された場合は、住宅の明渡し義務が

生じ、住宅を明け渡していただきます。 
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◆次のような場合は、申し込み・入居ができません 

  ①申込資格が一つでも欠けている場合。 

  ②世帯を不自然に分割･統合している場合。 

  ③夫婦または親子を主体とした家族でない場合（単身者で申し込みができ

る資格は別に定めます。5ページ参照）。 

  ④申込後、同居家族の変更（出生・死亡の場合を除く）があった場合。婚約

の変更の場合、婚姻後 1カ月以内に婚姻を証明するもの（戸籍謄本・婚約

届受理証明書・住民票等）を提出していただきます。 

  ⑤入居決定後、町営住宅使用請書（入居者の印鑑証明書、連帯保証人 1名の

印鑑証明書、所得証明書及び納税証明書の添付が必要です）の提出及び敷

金（入居決定時家賃の 3カ月分）の納付を完了しないとき。 

 

 

 ◆次のような場合は入居されても退去していただきます 

  ①不正な行為によって入居したとき 

  ②家賃を 3カ月以上滞納したとき 

  ③住宅または共同施設を故意に壊したとき 

  ④正当な理由によらないで 15日以上住宅を使用しないとき 

  ⑤暴力団員であることが判明したとき 

⑥犬・猫・鳥等のペットを飼っているとき 

  ⑦周辺の環境を乱し、または他人に迷惑を及ぼす行為をしているとき 
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２． 申込から入居まで 

 前入居者の転出や転居等の理由で空室になったときに入居者募集を行います。 

 

入居申込受付の 

お 知 ら せ 

入居申込受付開始日の 1週間前に、防災無線、町ホームページ及

び役場掲示板にてお知らせします。 

 

 

入居申込受付 

入居資格審査 

入居申込書等、必要な書類（6～7ページ参照）を提出してくださ

い。 

入居資格審査を行います。 

 

 

 

 

入 居 決 定 
入居決定通知書及び町営住宅使用請書を送付します。送付後、20

日以内に入居手続きを行ってください。 

 

 

入 居 手 続 き 

町営住宅使用請書の提出（入居者本人の印鑑証明書、連帯保証人

1名の印鑑証明書、所得証明書及び納税証明書を添付してくださ

い）、敷金の納付（入居決定時家賃の 3 カ月分）を指定日（入居

決定通知送付の 20日後）までに行ってください。（7ページ参照） 

 

 

入 居 

入居可能日通知書及び町営住宅使用許可証を送付します。入居可

能日通知書に記された日時から 20 日以内に入居してください。

入居時に立会検査を行います。検査終了後にカギをお渡ししま

す。 

 

 

 

 

 

※入居資格審査によって、収入基準（8 ページ参照）、同居親族

及び住宅の困窮状況等を確認します。入居資格に該当しない

方は、入居できませんのでご了承ください。 
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３． 申込資格について 

  町営住宅に申し込まれる方は、①～⑥の全ての条件を満たしていることが必要です。 

① 申込者が原則成人であること。 

② 現に同居し、または同居しようとする親族があること。 

・夫婦（婚約及び内縁関係にある方を含む）または親子を主体とした家族であること。 

・世帯を不自然に分割･統合しないこと。（夫婦の分割は原則認めません） 

③ 現在、住宅に困窮していることが明らかであること。 

・持家のある方は原則申し込みできません。 

④ 申込者または同居親族が暴力団員でないこと。 

⑤ 市町村税等の滞納が無いこと。 

⑥ 世帯の月割所得額が 158,000円以下であること。（本来階層） 

・以下の条件に当てはまる場合は、世帯の月割所得額が 214,000 円以下であること。

（裁量階層） 

事 項 詳     細 

心身障害者世帯 

・入居者または同居者に、身体障害者手帳の交付を受け、手帳

に記載されている障害の等級が 1～4級の方がいる世帯 

・入居者または同居者に、精神障害者保健福祉手帳の交付を

受け、手帳に記載されている障害の等級が 1～3級の方がい

る世帯 

・入居者または同居者に、療育手帳の交付を受け、手帳に記載

されている障害の等級が、最重度Ⓐ，重度Ａ，中度Ⓑの方が

いる世帯 

6 0 歳以上 の 方 

と 若 年 者 世 帯 

・入居者が 60歳以上の方で、かつ、同居者のいずれもが 60歳

以上または 18歳未満の方である世帯 

戦 傷 病 者 世 帯 

・入居者または同居者に戦傷病者手帳の交付を受け、手帳に

記載されている障害の等級が恩給法の特別項症から第 6 項

症の方または第 1款症の方がいる世帯 

原 子 爆 弾 

被 爆 者 世 帯 

・入居者または同居者に原子爆弾被爆者に対する援護に関す

る法律第 11条第 1項の規定により国の認定を受けている方

がいる世帯 

海 外 か ら の 

引 揚 者 世 帯 

・入居者または同居者に、海外から引きあげて 5 年を経過し

ていない方がいる世帯 

ハンセン病療養所 

入 所 者 世 帯 

・入居者または同居者に、ハンセン病療養所に入所していた

方がいる世帯 

子 育 て 世 帯 ・小学校就学の始期に達するまでの方がいる世帯 
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※前ページの申込資格の②を除いた各項目に当てはまる方で、下表のいずれかの事項に当

てはまる方は、単身で申し込むことができます。（単身者が入居できる住宅は、居室が 2

室以下の住宅、または別に定める住宅に限ります。） 

ただし、同居親族がありながら、不自然に親族と別居して単身で申し込むことはできませ

ん。 

 

事  項 詳  細 提 出 書 類 

6 0 歳以上の方   

心 身 障 害 者 

・身体障害者手帳の交付を受け、手帳に

記載されている障害の等級が 1～4 級

の方 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受

け、手帳に記載されている障害の等級

が 1級から 3級の方 

・療育手帳の交付を受け、手帳に記載さ

れている障害の等級が最重度Ⓐ，重度

Ａ，中度Ⓑの方 

・身体障害者手帳 

・精神障害者保健福祉

手帳 

・療育手帳 

戦 傷 病 者 

・戦傷病者手帳の交付を受け、手帳に記

載されている障害の等級が恩給法の

特別項症から第 6 項症の方または第 1

款症の方 

・戦傷病者手帳 

原子爆弾被爆者 

・原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律第 11 条第 1 項の規定により国の

認定を受けている方 

・医療特別手当証書 

生活保護受給者 ・生活保護を受けている方 ・生活保護受給証明書 

海 外 か ら の 

引 揚 者 

・海外から引き揚げて 5年を経過してい

ない方 
・永住帰国者証明書 

ハ ン セ ン 病 

療 養 所 入 所 者 
・ハンセン病療養所に入所していた方 

・ハンセン病療養所が

発行する入所証明書 

D V 被害者世帯 

・配偶者暴力防止等法第 3 条第 3 項第 3

号の規定による一時保護または同法

第 5条の規定による保護が終了した日

から起算して 5年を経過していない方 

・配偶者暴力防止等法第 10 条第 1 項の

規定により裁判所がした命令の申立

てを行った者で当該命令がその効力

を生じた日から起算して 5年を経過し

ていない方 

・裁判所の保護命令書 

・婦人相談所等の証明書                                         
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４． 必要書類 

  下記の書類を揃えて、建設課管理係まで提出してください。提出期限までに書類が提出

されない場合、または書類に不備がある場合は、受け付けできませんのでご注意ください。 

 【入居申込】 

① 町営住宅入居申込書（建設課管理係または各支所窓口係で受け取ってください。ホ

ームページからダウンロードすることもできます。） 

② 申込者と同居親族全員の住民票（マイナンバー記載なし、続柄･本籍地入り）または

住民票記載事項証明書 

③ 申込者と同居親族全員の最新の市町村民税課税証明書または所得証明書 

対象年度の 1月 1日に住民登録をしていた市町村で発行できます。 

④ 納税証明書（市町村税に滞納のない証明。同居親族を含む。） 

課税されていた市町村で発行できます。 

⑤ 申込者と同居家族全員の所得を証明する書類（③が準備できない場合。詳しくは下

表を参照） 

区 分 
勤務・営業時 

の 状 況 
証明を要する期間 証明書等の書類 

給与所得者 
現在、会社等へ勤

務している方 

現在の会社等へ採用

されてから 1 年以上

の方は直近 1 年間の

実績額、1 年未満の

方は採用月から 1 年

間分（支払済月は実

績額、未支払月は支

払予定額） 

現在の会社等に前年 1 月から

12 月までお勤めだった方は

給与所得の源泉徴収票（本人

交付用）、それ以外の方は給与

支給証明書に勤務先で月別の

証明（支払予定額を含む）を

してもらう。勤務してまだ 1

回も給与の支払いを受けてい

ない方は雇用条件に基づいて

1 年間分の支払予定額の証明

を受ける。 

事業所得者 
現在、個人事業主・

自営業等の方 

事業を開始して 1 年

以上の方は、直近 1

年間の実績額、1 年

未満の方は事業開始

から 1 年間分（過去

月は実績額、未来月

は見込額） 

現在の事業を前年 1月から 12

月まで営んでいた方は税務署

に提出の確定申告書の控え。

それ以外の方は収支内訳書ま

たは決算書（見込額を含む）

を作成し、1 年間分の所得金

額を算出する。 

年金受給者等 
年金証書、恩給証書、年金の源泉徴収票、最新の年金改定通知書または年

金支払通知書など 

無収入の方 

・現在失業中の方は、雇用保険受給資格者証書、離職票またはその他失業

の証明（会社の退職証明書など）となるもの 

・生活保護受給者は、生活保護受給証明書 
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⑥ その他の必要書類（下表に該当する方のみ提出してください。） 

状   況 証 明 書 等 の 書 類 

婚 約 中 の 方 婚約証明書 

申込者及び同居家族の親族関係 

が住民票で確認できない方 
戸籍謄本 

ひ と り 親 世 帯 
戸籍謄本、児童扶養手当証書、ひとり親家庭等医療

費の受給者証 

心 身 障 害 者 世 帯 
身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳及び療育

手帳など 

戦 傷 病 者 戦傷病者手帳 

原 子 爆 弾 被 爆 者 世 帯 医療特別手当証書、健康管理手当証書など 

海 外 か ら の 引 揚 者 世 帯 永住帰国者証明書 

炭 鉱 離 職 者 世 帯 炭鉱離職者手帳 

ハンセン病療養所入所者世帯 ハンセン病療養所が発行する入所証明書 

災害により家屋が滅失した方 

及 び 工 事 計 画 な ど に よ り 

立ち退きを要求されている世帯 

り災証明書などそれを証明する書類 

Ｄ Ｖ 被 害 者 世 帯 
裁判所の保護命令書または婦人相談所等の証明書

など、保護を受けたことを確認できる書類 

∗ 1：入居申込者が入居可能戸数を超えたとき 

∗ 2：災害により住居を失った場合 

 

【入居手続き】 

入居手続きをする際は、下記の書類を揃えて建設課管理係まで提出してください。 

 ①町営住宅使用請書（入居決定時に送付します） 

 ②入居者本人の印鑑証明書 

 ③連帯保証人の印鑑証明書 

 ④連帯保証人の所得証明書 

 ⑤連帯保証人の納税証明書（滞納がない証明） 

 

 

 

 

 

 

*1 

*2 
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５． 町営住宅に申込できる収入基準 

町営住宅への申し込みには、月割所得額が一定基準内であることが必要です。以下を参

照して、所得が基準内かどうかを確かめてください。 

（１） 月割所得額の計算方法 

① 申込者の世帯全員の年間総所得額を対象とします。 

② 各々の年間総所得額から個別の控除額を差し引いたものを合算します。 

③ 合算した金額から一般控除額及びその他の特別控除額を差し引いたものを 12 で割

り、月割所得額を算出します。 

≪算式≫（各種控除額は 9ページ参照） 

  

この月割所得額を下表に当てはめて、申込資格の有無を確認してください。 

月 割 所 得 額 申 込 資 格 

214,001円以上 なし 

214,000円以下 裁量階層（4ページ参照）での申込資格有 

158,000円以下 一般世帯での申込資格有 

 

（２） 収入の種類 

計算の対象となる収入 計算の対象とならない収入 

申込者及び同居親族（婚約者を含む）が得

ている収入で、次に該当するもの 

・国民年金、厚生年金、共済年金、恩給（た

だし、遺族年金、障害年金は対象になり

ません） 

・給与、賞与残業その他手当て（アルバイ

ト、パート等の収入も含む） 

・事業による所得（生命保険の外交員等の

報酬も含む） 

・日雇い等による所得 

・その他、利子・配当など継続的な収入で

課税対象になるもの 

非課税所得となるもの 

・生活保護の扶助料 

・原子爆弾被爆者に係る各種手当 

・雇用保険の失業給付 

・損害保険金、損害賠償金、慰謝料等 

・遺族が受給している恩給及び年金 

・母子年金、母子福祉年金 

・老齢福祉年金 

・児童福祉のための支給金品、児童手当、

児童扶養手当、特別児童扶養手当 

・退職金、譲渡所得等の一時的な所得 

                など 

 {(年間総所得額−個別の特別控除) − (一般控除＋その他の特別控除)} ÷ 12 

 ＝世帯の月割所得額（小数点以下は切り捨て） 
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（３） 所得の合算 

次のような場合は、所得を合算して計算してください。 

  ・申込世帯の中で、2人以上に収入があるときは、収入のある方全員の年間総所得金額

を個別に算出した額を合算します。 

  ・1 人で 2 種類以上の収入を得ているとき（例：年金と給与、給与と事業所得等）は、

年間総所得額を個別に算出した額を合算します。 

  ・1人で同じ種類の収入を 2カ所以上から得ているとき（例：2カ所以上から給与所得

を得ている、2種類の年金を得ている等）は、まず総支給額を合算してから年間総所

得額を算出します。 

（４） 各種控除 

  年間総所得金額から差し引く各種控除は下記のとおりです。 

 

区 分 控 除 名 控 除 対 象 者 控 除 額 

一般控除 

同 居者 控除 同居者で本人以外の方 
1人につき 

38万円 別 居 の 

扶養親族控除 

同居者以外で所得税法上控除対象配偶

者または扶養親族となっている方 

個 別 の 

特別控除 

寡 婦 控 除 

夫と死別または離婚した後婚姻してい

ない方（夫の生死が不明の方を含む）で、

扶養親族を有する方 

1 人につきその

人の所得から 

27万円 

（その人の所得

金額が 27 万円

以下の場合はそ

の所得金額） 

夫と死別した後婚姻していない方（夫の

生死が不明の方を含む）で、合計所得金

額が 500万円以下の方 

寡 夫 控 除 

妻と死別または離婚した後婚姻してい

ない方で扶養親族を有しかつ合計所得

金額が 500万円以下の方 

その他の

特別控除 

障 害者 控除 

本人または一般控除対象者のうちで心

身障害があり、手帳などを交付されてい

る方 

1人につき 

27万円 

特 別障 害者 

控      除 

本人または一般控除対象者のうちで精

神・身体に重度（身体障害 1～2級、精神

障害 1級等）の障害がある方 

1人につき 

40万円 

老人控除対象

配偶者控除 

所得税法上の控除対象配偶者のうち、年

齢 70歳以上の方 

1人につき 

10万円 

老人扶養親族

控 除 

一般控除対象者のうち、年齢が 70 歳以

上、かつ所得税法上の扶養親族と認めら

れている方 

1人につき 

10万円 

特定扶養親族

控 除 

一般控除対象者のうち、年齢が 16 歳以

上 23 歳未満で、かつ所得税法上の扶養

親族と認められる方 

1人につき 

25万円 
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（５） 計算例 

  ◆申込者（総所得金額 250 万円）、配偶者（総所得金額 120 万円）、子ども 2 人（18 歳

と 5歳）の 4人家族の場合 

   ・小学校就学前の子供がいるので、入居基準は 214,000円以下 

   ・合計所得金額    2,500,000 + 1,200,000 = 3,700,000円 

・一般控除      同居者控除 380,000 × 3＝1,140,000円 

   ・個別の所得控除   該当なし 

   ・その他の特別控除  特定扶養親族控除 250,000 × 1＝250,000円 

   上記の条件をもとに、 

   に当てはめると、 

   {(3,700,000－0)－(1,140,000 + 250,000)} ÷ 12＝𝟏𝟗𝟐, 𝟓𝟎𝟎円 

   となり、入居基準の 214,000円以下を満たしている。 

 {(年間総所得額−個別の特別控除) − (一般控除＋その他の特別控除)} ÷ 12 

 ＝世帯の月割所得額（小数点以下は切り捨て） 


